
入札参加資格審査申請書提出要領 

 

１ 受付期間 令和８年３月２日から令和８年３月２５日まで（土曜日・日曜

日・祝日を除く）とし、持参の場合は上記期間中の午前８時４５

分から午後４時までに限る。※必着 

２ 提出先  津市総務部調達契約課（津市役所本庁舎７階） 

３ 有効期間 令和８年６月１日から令和１２年５月３１日まで 

※上記受付期間に審査が完了したものが有効となる。 

４ 提出方法 持参又は郵送に限る。 

５ 提出書類一覧表 

 提出書類 様式 備考 

⑴ 入札参加資格審査申請書 様式１  

⑵ 希望業種調査票 様式２  

⑶ 建設業許可証明書（写し） 添付書類 建設業許可を受けている場合のみ 

⑷ 
経営規模等評価結果通知書・

総合評定値通知書（写し） 
添付書類 

経営事項審査を受審している場合のみ 

⑸ 
社会保険等加入確認書類（写

し） 
添付書類 

社会保険等への加入が確認できる書類 

※④で確認できる場合は不要 

⑹ 誓約書 様式３ 
社会保険等への加入義務がない場合の

み 

⑺ 

登記事項証明書（現在又は履

歴事項全部証明書）又は身分

証明書（写し） 

添付書類 

 

⑻ 印鑑（登録）証明書（写し） 添付書類  

⑼ 使用印鑑届 様式４  

⑽ 完納証明書（写し） 添付書類  

⑾ 
建退共加入履行証明書（写

し） 
添付書類 

建退共に加入している場合のみ 

⑿ ＩＳＯ認証書（写し） 添付書類 ＩＳＯ認証を取得している場合のみ 

⒀ 実態調査票 様式５ 建設業許可を受けていない場合のみ 

 

  



６ 提出書類作成上の注意事項 

⑴ 入札参加資格申請書【様式１】 

・｛01｝「１新規／２更新」欄については、該当する申請区分の番号（１

又は２）に○印を付すこと。 

・｛02｝「許可番号」欄については、建設業の許可を受けている場合のみ

建設業許可証明書から証明番号を転記すること。 

・｛03｝「登録種別」欄及び｛04｝「整理番号」欄については記載しない

こと。 

・｛05｝「主たる営業所」欄については、本店の「住所 」、 「商号又は名

称 」、 「郵便番号 」、 「電話番号」及び「代表者（役職・氏名及び印鑑登

録印 ）」 を記載すること。 

・｛06｝～｛13｝の各欄については、登録しようとする事項について左詰

めで記載し、フリガナの濁点及び半濁点は１文字として記載すること。 

   なお、株式会社等法人の種類を表す文字については、フリガナを記載し

ないこと。 

・｛14｝「資本金」欄については、決算時の払込資本金を記載すること。 

・｛15｝「営業年数」欄については、創業からの営業年数を記載すること。 

・｛16｝「建退共加入の有無」欄については、該当する番号（１又は２）

に○印を付し、２の場合は⑪建退共加入履行証明書を添付すること。 

・｛17｝「ＩＳＯ認証取得」欄については、取得年月日及び種類を記載し、

⑫ＩＳＯ認証書を添付すること。 

 

⑵ 希望業種調査票【様式２】 

   希望する業種の種類、建設業許可の有無、具体的な業務内容、資格の種

類、技術者人数、経験年数を記載すること。 

 

⑶ 建設業許可証明書（写し） 

  建設業許可を受けている場合は、建設業法第３条の規定による許可を受

けていることを証明する許可証明書等の写しを添付すること。 

 

⑷ 経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書（写し） 

経営事項審査を受けている場合は、建設業法第２７条の２７または２９

の規定による通知書の写しを添付すること。ただし、審査基準日が令和６



年１０月１日から令和７年９月３０日のものに限る。 

 

 ⑸ 社会保険等加入確認書類（写し） ※⑷を提出する場合は不要 

保険料の領収済み通知書等で、健康保険、厚生年金保険及び雇用保険へ

の加入が確認できる以下の書類の写しを提出すること。 

ア 健康保険又は厚生年金保険 

「領収証書 」、 「社会保険料納入証明（申請）書 」、 「資格取得確認

及び標準報酬決定通知書 」、 「健康保険・厚生年金保険新規適用届」

（年金事務所の受付印のあるもの）等 

  イ 雇用保険 

「領収済み通知書」及び「労働保険概算・確定保険料申告書 」、 「雇

用保険被保険者資格取得等通知書（事業主通知用）」、「雇用保険適用事

業所設置届」（ハローワークの受付印のあるもの）等 

 

⑹ 誓約書【様式３】 ※⑷又は⑸を提出する場合は不要 

該当する理由を記載すること。 

 

⑺ 登記事項証明書（現在又は履歴事項全部証明書）又は身分証明書（写し） 

  ア 法人の場合 

登記事項証明書（現在又は履歴事項全部証明書）の写し 

  イ 個人の場合 

市区町村長（本籍地）が発行する身分証明書の写し 

※いずれも申請日以前３ヶ月以内の証明日のものに限る。 

 

⑻ 印鑑（登録）証明書（写し） 

  ア 法人の場合 

所轄法務局の発行する印鑑証明書の写し 

  イ 個人の場合 

市区町村長の発行する印鑑（登録）証明書の写し 

※いずれも申請日以前３ヶ月以内の証明日のものに限る。 

 

⑼ 使用印鑑届【様式４】 

 入札、契約等の際に使用する印鑑を使用印欄に押印し、届出者の押印は



印鑑登録のある印鑑とする。 

 

⑽ 完納証明書（写し） 

ア 法人の場合 

(ア)  市税に係る事業所の完納を証明する書類の写し 

(イ)  「法人税」及び「消費税及地方消費税」について未納税額のない証

明書（その３の３）の写し 

 イ 個人の場合 

(ア)  市税に係る代表者の完納を証明する書類の写し 

(イ)  「申告所得税及復興特別所得税」及び「消費税及地方消費税」につ

いて未納税額のない証明書（その３の２）の写し 

※いずれも申請日以前３ヶ月以内の証明日のものに限る。 

 

⑾ 建退共加入履行証明書（写し） 

 建設業退職金共済制度に加入している場合は、その証明書の写しを添付

すること。 

 

⑿ ＩＳＯ認証書（写し） 

ＩＳＯ認証を取得している場合は、その認証書及び附属書の写しを添付

すること。 

 

⒀ 実態調査票【様式５】 

建設業法第３条の規定による許可を受けていない場合は、実態調査票を

提出すること。ただし、令和８～１１年度津市競争入札参加資格者名簿

（物品、業務委託）に登載予定で、令和７年１０月１日以降に「市内・準

市内業者実態調査票（物品・業務委託事業者 ）」 を提出済みの場合は不要。 

 

７ その他注意事項 

申請書類は提出書類一覧表の番号順に並べて提出すること。 


